　　　　　　　　　　　商業協同利用ファイルの概要
歴史統計を利用して国民経済計算を作成する場合、いくつかの分野で資料不足がめだつ。商業の分野もその一つであって、日本本土の推定を行ったLTESも例外ではなく、「商業１」、「商業２」の２推計を行うなどの工夫が実施されている。落星台研究所によるGDP`推計では、自家勝率、マージン率等解放後の数値から求めた情報を利用してCommodity Flow 法による推定を実施しており「韓国商業最終表」｛以下「最終表」と略記｝の表C.1の結果を得ている。ただこの数値は解放前韓国の全国に関する数字であるので、解放後の数値未接続するには、道別統計を基礎とした韓国南部の数値を求める必要がある。この作業を本格的に実施するには、解放前期について、地域産業連関表の作成が必要となる。ただこのためには、大規模なプロジェクトを必要とするので今回は、「韓国南部」の商業活動の全韓国に占める比率を推定し、それを落星台推計の全韓国知に乗じて推計を進めることにした。この比率の推計に利用できるデータは数種あるが、おのおの1長１短のせいかくがある。ここではこれらのデータを併記することとし、」最終の選択は韓国南部のGDP作成時に行うことにしたい。
（１）1939年国勢調査

　最終表C.３は1939－1940年にかけての商業取引の全数調査の結果を
まとめたものである。表より読み取れるように、この調査の対象は国民経済計算の「卸売・小売業」よりも若干広いがその調整は容易であることから原表のまましめしてある。また国民経済と対比するには飲食店を追加する必要がある。この調査1年限りであることの限界があるが、推計結果のチェックには貴重な情報といえる。
（２）市場

商業取引のうち大規模なものは市場の情報に集計されており、主要結果は「市場ファイル」に示されている。この系列は大規模取引ｎ幻影されているが、農産物、水産物、繊維品等の工業品を対象としており、長期の時系列が得られる点で優れている。

（３）営業税統計

　1929年以降韓国でも営業全が徴収されるようになり、1938年以降、納税人員と納税額が道別に示されるようになった。時系列としては短期にとどまっているが、（２）とともに、道別の相対被のチェックに利用できる。
（４）産業別人口比率
『挑戦総督府統計年報』には産業別人口の年時系列があり「商業・交通行」の人口数は1911年以降道別にしめされており、その数値のち主業の数値は｛産業別人口C｝ファイルにしめされている。この値お南韓国比率は地域別商業活動の南北比が時系列的に下降t連弩をもつことをしめしている。

(5)生産統計

道別産出額の統計は別個の作業と進められておりその確定を待って全体のチェックにしようする(到底表C2参照。

政府サービスファイルの概要
解放前の韓国の政府サービスの推定には、総督府、地方政府の財政時計の数値が利用でき、全韓国に関する推計は、支出側の詳細なデータをもちいた落星台推計でほぼ完成されている。ただこれらのサービス生産を南北分割するには道別推計が必要になる。この目的のために、ここでは政府職員に関する、定員、俸給表を利用して、政府サービスを道に帰着させた。まず、総督府の職員のなかから、

（1） 政府企業職員、
（2） 地方庁支弁職員、
（3） 総督府以外の支弁職員（道費、府費、学校組合費等）
残りを

（4） 狭義総督府支出とした。

付属表にはこの分割の概要がしめされている。

このデータを利用すれば、総督府の人件費のかなりの部分を道に分割することができる。ただ精度は、臨時人件費落が欠落しているなど落星台推計には及ばないが、この推計結果を道レベルに分割するための比率としては十分利用できる
